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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第15期
第３四半期
連結累計期間

第16期
第３四半期
連結累計期間

第15期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2023年４月１日
至 2023年12月31日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (千円) 1,750,692 1,432,640 2,308,364

経常利益又は経常損失(△) (千円) 40,528 △44,976 101,972

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) 13,032 △72,388 73,284

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 27,692 △69,902 81,704

純資産額 (千円) 1,267,925 1,278,632 1,321,937

総資産額 (千円) 1,786,306 1,667,369 1,829,639

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期純損失
(△)

(円) 0.57 △3.16 3.21

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 70.98 76.69 72.25
 

　

回次
第15期
第３四半期
連結会計期間

第16期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

自 2023年10月１日
至 2023年12月31日

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) 0.82 △0.53
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第15期第３四半期連結累計期間及び第15期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

潜在株式が存在していないため記載しておりません。

３．第16期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ

りません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当第３四半期連結累計期間における我が国の経済状況は、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い経済活

動の正常化が進む一方で、長期化しているウクライナ情勢や中東情勢の悪化、世界的な金融引き締め等による円

安や資源価格の高騰等もあり、依然として先行き不透明な状況となっております。

当社グループの主要な事業領域である国内の住宅市場においては、当第３四半期連結累計期間の新設住宅着工

戸数（※１）の合計は275,798戸（前年同期比10.1％減）となりました。持家の着工戸数は171,873戸（前年同期

比12.2％減）、分譲住宅（一戸建て）の着工戸数は103,925戸（前年同期比6.3％減）となっております。

これらの環境において、当連結会計年度は、収益性の高い「地盤事業」「BIM Solution事業」に経営資源を投

下し、「JIBANGOO事業」は建築事業の請負から設計監理や案件紹介にシフトすることで当社グループの収益構造

を再構築し、収益性を向上させる方針で取組んでおります。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,432,640千円（前年同期比18.2％減）、営業損失は

37,455千円（前年同期は営業利益42,470千円）、経常損失は44,976千円（前年同期は経常利益40,528千円）、親

会社株主に帰属する四半期純損失は72,388千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益13,032千円）と

なりました。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

 
＜地盤事業＞

当第３四半期累計期間の売上高は1,202,601千円（前年同期比6.1％減）、セグメント利益176,981千円（前年

同期比32.8％増）となりました。

国内の住宅市場は依然として厳しい状況にありますが、営業体制の強化をし、既存顧客との関係強化・新規

取引先の開拓に取組んでおります。また、2023年４月に地盤改良工事業者会として『地盤工事適正化ネット

ワーク』を設立し、「ずさんな設計・施工」「土質に対して不適切な工法の選択」により発生していた地盤沈

下事故をなくし、経営理念である「生活者の不利益解消」の実現に向けて取組んでおります。同時に、当社グ

ループの独自基準に賛同いただいた工事業者に、解析の結果、地盤改良工事が必要と判断された案件を紹介す

るサービスを新たに開始しております。この結果、前年同期比では減収増益となりました。

 
＜BIM Solution事業＞

当第３四半期累計期間の売上高は187,502千円（前年同期比3.7％減）、セグメント損失81,535千円（前年同

期はセグメント利益50,198千円）となりました。

BIM Solution事業を当社グループの新たな柱とすべく、営業体制の強化をすると共に、BIM（※２）の生産拠

点であるJIBANNET ASIA CO., LTD.において、生産性・品質管理体制の向上、技術力向上のためのオペレーター

の育成と新規採用に取組んでおりますが、住宅市場における資材や人件費高騰の影響を受け、販促ツールとし

ても利用されていたパース・ウォークスルー動画の受注が想定よりも低調に推移したため売上高は前年同期比

3.7％減となりました。一方で、人材育成期間を加味した先行投資により固定費が増えていることからセグメン

ト損失となっているため、需給バランスに応じた生産体制となるように、外注先を開拓・活用し、固定費率を

下げるよう取組んでおります。

また、３Ⅾスキャン撮影とBIMモデリングを活用した既存建物のデジタルツイン化技術が京都市で採用される

等、新たな取組みを開始しております。
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＜JIBANGOO事業＞

当第３四半期累計期間の売上高は47,389千円（前年同期比84.0％減）、セグメント利益3,581千円（前年同期

はセグメント損失28,021千円）となりました。

前期受注分の新築案件の引き渡しがありましたが、収益性を高めるため請負から設計監理や案件紹介にシフ

トしており、25件の実績を計上しております。前年同期比で売上高は減少しておりますが、セグメント利益を

計上することが出来ました。

 
（※１）国土交通省「建築着工統計調査報告」より、当社グループの事業領域である持家、分譲住宅（一戸建て）

の戸数を合算して、新設住宅着工戸数としております。

（※２）BIM：Building Information Modeling

コンピュータ上に作成した主に３次元の形状情報に加え、室等の名称・面積、材料・部材の仕様・性能、

仕上げ等、建物の属性情報を併せ持つ建物情報モデルを構築するシステム

 
②財政状態

（資産の部）

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は1,667,369千円となり、前連結会計年度末に比べ162,270千円減少い

たしました。流動資産は1,531,766千円となり、前連結会計年度末に比べ163,634千円減少いたしました。これは

主に、現金及び預金が91,964千円減少、売掛金が65,066千円減少したことによるものであります。固定資産は

135,602千円となり、前連結会計年度末に比べ1,364千円増加いたしました。これは主に、有形固定資産のその他

に含まれる工具器具及び備品が11,618千円増加、投資その他の資産のその他に含まれる長期前払費用が13,756千

円増加、繰延税金資産が21,943千円減少したことによるものであります。

 
（負債の部）

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は388,736千円となり、前連結会計年度末に比べ118,965千円減少いた

しました。流動負債は236,592千円となり、前連結会計年度末に比べ60,090千円減少いたしました。これは主に、

短期借入金が59,994千円増加、支払手形及び買掛金が19,213千円減少、未払金が25,697千円減少、未払法人税等

が37,619千円減少したことによるものであります。固定負債は152,143千円となり、前連結会計年度末に比べ

58,874千円減少いたしました。これは主に、長期借入金が59,994千円減少したことによるものであります。

 
（純資産の部）

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は1,278,632千円となり、前連結会計年度末に比べ43,305千円減少い

たしました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純損失72,388千円の計上、自己株式が37,385千円減少し

たことによるものであります。

 
(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重

要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 78,400,000

計 78,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,148,000 23,148,000
東京証券取引所
(グロース市場)

単元株式数は100株であります。

計 23,148,000 23,148,000 ― ―
 

(注)　2023年12月31日現在の発行済株式のうち223,500株は、現物出資（金銭報酬債権35,722千円）によるものでありま

す。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年12月31日 － 23,148,000 － 491,162 － 19,300
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2023年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 140,400
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

229,961 ―
22,996,100

単元未満株式
普通株式

― ―
11,500

発行済株式総数 23,148,000 ― ―

総株主の議決権 ― 229,961 ―
 

(注)１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式20株が含まれております。

　　２．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

② 【自己株式等】　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2023年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
地盤ネットホールディン
グス株式会社

東京都新宿区新宿５丁目
２番３号

140,400 － 140,400 0.61

計 ― 140,400 － 140,400 0.61
 

（注）直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。なお、当第３四半期会計期間末

日現在の自己株式数については、140,420株であります。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2023年10月１日から2023年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、應和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,071,881 979,916

  売掛金 287,253 222,186

  電子記録債権 40,017 53,568

  商品 9,202 9,044

  未成工事支出金 11,643 －

  仕掛品 3,088 4,118

  貯蔵品 468 1,136

  前払費用 61,070 76,502

  未収入金 158,246 183,196

  その他 74,588 28,481

  貸倒引当金 △22,058 △26,384

  流動資産合計 1,695,401 1,531,766

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 8,284 8,284

    減価償却累計額 △1,366 △1,828

    建物及び構築物（純額） 6,917 6,455

   機械装置及び運搬具 9,840 9,840

    減価償却累計額 △9,839 △9,839

    機械装置及び運搬具（純額） 0 0

   その他 57,186 68,804

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △39,740 △42,665

    その他（純額） 17,445 26,138

   有形固定資産合計 24,363 32,594

  無形固定資産   

   ソフトウエア 34,032 50,415

   ソフトウエア仮勘定 11,320 －

   のれん 1,689 168

   その他 766 90

   無形固定資産合計 47,808 50,674

  投資その他の資産   

   長期貸付金 7,612 5,662

   繰延税金資産 25,472 3,529

   その他 29,321 43,636

   貸倒引当金 △340 △494

   投資その他の資産合計 62,065 52,333

  固定資産合計 134,238 135,602

 資産合計 1,829,639 1,667,369
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 77,080 57,867

  工事未払金 8,760 1,954

  短期借入金 4,166 64,160

  未払金 49,062 23,365

  未払法人税等 37,619 －

  賞与引当金 25,002 19,200

  その他 94,991 70,044

  流動負債合計 296,683 236,592

 固定負債   

  長期借入金 155,834 95,840

  損害補償引当金 55,184 56,303

  固定負債合計 211,018 152,143

 負債合計 507,701 388,736

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 491,162 491,162

  資本剰余金 24,740 13,952

  利益剰余金 859,524 787,135

  自己株式 △65,622 △28,236

  株主資本合計 1,309,804 1,264,013

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 12,133 14,619

  その他の包括利益累計額合計 12,133 14,619

 純資産合計 1,321,937 1,278,632

負債純資産合計 1,829,639 1,667,369
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

売上高 1,750,692 1,432,640

売上原価 1,085,869 813,181

売上総利益 664,823 619,458

販売費及び一般管理費 622,352 656,914

営業利益又は営業損失（△） 42,470 △37,455

営業外収益   

 受取利息 408 102

 未払配当金除斥益 153 －

 受取保険金 － 1,300

 その他 710 731

 営業外収益合計 1,272 2,134

営業外費用   

 為替差損 3,215 2,782

 訴訟関連費用 － 6,685

 その他 0 187

 営業外費用合計 3,215 9,655

経常利益又は経常損失（△） 40,528 △44,976

特別利益   

 固定資産売却益 322 －

 特別利益合計 322 －

特別損失   

 固定資産除却損 － 87

 投資有価証券評価損 3,000 －

 特別損失合計 3,000 87

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

37,850 △45,064

法人税等 24,817 27,324

四半期純利益又は四半期純損失（△） 13,032 △72,388

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

13,032 △72,388
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 13,032 △72,388

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 14,659 2,486

 その他の包括利益合計 14,659 2,486

四半期包括利益 27,692 △69,902

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 27,692 △69,902

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとお

りであります。

 
 
 

前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

減価償却費 17,650千円 18,431千円

のれんの償却額 1,520千円 1,520千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
当第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、2023年７月12日開催の取締役会の決議に基づき、2023年８月10日付で当社及び当社子会社の取締役

（社外取締役を除く）並びに従業員に対する譲渡制限付株式報酬として自己株式186,000株の処分を行い、当第３

四半期連結累計期間において資本剰余金が10,788千円減少、自己株式が37,386千円減少いたしました。

この結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本剰余金が13,952千円、自己株式が28,236千円となって

おります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２ 地盤事業

BIM Solution
事業

JIBANGOO
事業

合計

売上高       

外部顧客への売上高 1,260,699 194,680 295,312 1,750,692 － 1,750,692

セグメント間の内部売上高
又は振替高

20,308 － － 20,308 △20,308 －

計 1,281,007 194,680 295,312 1,771,000 △20,308 1,750,692

セグメント利益又は損失(△) 133,259 50,198 △28,021 155,436 △112,965 42,470
 

(注)１．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、全社費用であり、報告セグメントに帰属しない一般管理費であり

ます。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２ 地盤事業

BIM Solution
事業

JIBANGOO
事業

合計

売上高       

外部顧客への売上高 1,197,748 187,502 47,389 1,432,640 － 1,432,640

セグメント間の内部売上高
又は振替高

4,853 － － 4,853 △4,853 －

計 1,202,601 187,502 47,389 1,437,493 △4,853 1,432,640

セグメント利益又は損失(△) 176,981 △81,535 3,581 99,027 △136,482 △37,455
 

(注)１．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、全社費用であり、報告セグメントに帰属しない一般管理費であり

ます。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

    (単位：千円)

 報告セグメント

 地盤事業
BIM Solution
事業

JIBANGOO
事業

合計

一時点で移転される
財及びサービス

1,260,699 194,680 295,312 1,750,692

一定の期間にわたり
移転される財及び
サービス

－ － － －

合計 1,260,699 194,680 295,312 1,750,692
 

 

当第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

    (単位：千円)

 報告セグメント

 地盤事業
BIM Solution
事業

JIBANGOO
事業

合計

一時点で移転される
財及びサービス

1,197,748 187,502 47,389 1,432,640

一定の期間にわたり
移転される財及び
サービス

－ － － －

合計 1,197,748 187,502 47,389 1,432,640
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

0円57銭 △3円16銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

13,032 △72,388

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

13,032 △72,388

普通株式の期中平均株式数(株) 22,827,459 22,919,017
 

(注) １．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在してい

ないため記載しておりません。

    ２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2024年２月13日
 

地盤ネットホールディングス株式会社

取締役会 御中
 

 

應和監査法人

東京都千代田区
 

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 澤田　昌輝  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 堀　　友善  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている地盤ネットホー

ルディングス株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年10

月１日から2023年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、地盤ネットホールディングス株式会社及び連結子会社の2023年12

月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結
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財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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